
むつ市学校給食費無償化事業補助金交付要綱

令 和 ６ 年 ８ 月 ６ 日

むつ市告示第１８８号

（趣旨）

第１条 市は、市内小中学校（以下「学校」という。）に在籍する児童生徒の保護

者（以下「保護者」という。）の経済的負担の軽減を図るため、保護者が負担す

る学校給食費について、予算の範囲内において、むつ市学校給食費無償化事業補

助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付については、む

つ市補助金等に関する規則（昭和６１年むつ市規則第１６号）に定めるもののほ

か、この要綱の定めるところによる。

（補助対象者）

第２条 この要綱による補助金の交付の対象となる者は、保護者とする。

２ 前項の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する場合は、補助金の交付を受

けることができない。

⑴ 生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第１３条に規定する教育扶助によ

り、学校給食費の全部の支給を受けている場合

⑵ 前号に掲げるもののほか、学校給食費に係る助成を受けている場合

⑶ 児童又は生徒の長期欠席その他やむを得ない理由により、学校給食の提供が

中止されている場合

（補助の対象及び補助額）

第３条 補助金は、学校給食法（昭和２９年法律第１６０号）第１１条第２項に規

定する学校給食費について交付するものとし、その額は保護者負担額と同額とす

る。

（補助金の交付申請等の委任）

第４条 補助金の交付申請等は、保護者が次条に規定する補助金の交付申請、第７

条第１項に規定する補助金の請求及び受領、同条第２項に規定する管理及び運用、

第９条に規定する実績報告、第１１条に規定する補助金の返還並びに第１２条に

規定する証拠書類の保存に関する事項について、児童生徒が在籍する学校の校長

に対し委任する方法で実施する。

２ 前項の規定による委任は、むつ市学校給食費無償化事業補助金交付申請等に係



る委任状（様式第１号。以下「委任状」という。）によるものとし、保護者は児

童生徒が在籍する学校を経由し、市長に提出するものとする。

３ 前項の規定により市長に提出した委任状は、学校が統合する場合も、引き続き

有効とする。この場合において、当該委任状による委任は、統合後の学校の校長

に対して行われたものとみなす。

（補助金の交付申請）

第５条 前条第２項の規定による委任状の提出を受けた校長は、むつ市学校給食費

無償化事業補助金交付申請書（様式第２号）に、学校給食予定数報告書（様式第

３号）、その他市長が必要と認める書類を添付し、市長に提出するものとする。

２ 前項の規定による交付申請の内容に変更があった場合は、むつ市学校給食費無

償化事業補助金変更申請書（様式第４号）に、変更に係る書類を添付し、市長に

提出するものとする。

（補助金の交付決定）

第６条 市長は、前条の規定による申請があったときは、速やかに補助金の可否を

決定し、むつ市学校給食費無償化事業補助金交付決定（変更）通知書（様式第５

号）を校長に通知するものとする。

（補助金の交付）

第７条 前条の交付決定を受けた校長は、児童数又は生徒数の変動及び欠食数等を

把握し、むつ市学校給食費無償化事業補助金概算払請求書（様式第６号）により

市長に請求するものとする。

２ 補助金の交付を受けた校長は、当該補助金を適正に管理及び運用しなければな

らない。

（学校給食提供実績等の報告）

第８条 校長は、第６条の規定により補助金の交付決定を受けた補助対象者に係る

児童生徒の学校給食提供実績を、毎月報告しなければならない。

（実績報告）

第９条 校長は、当該補助事業が完了したときは、完了の日から３０日を経過した

日又は３月末日のいずれか早い期日までに、むつ市学校給食費無償化事業補助金

実績報告書（様式第７号）に学校給食数報告書（様式第３号）その他市長が必要

と認める書類を添付し、提出しなければならない。

（補助金の額の確定）

第１０条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査した上



で、交付すべき補助金の額を確定し、むつ市学校給食費無償化事業補助金確定通

知書（様式第８号）により校長に通知するものとする。

（補助金の精算）

第１１条 校長は、第９条の規定による実績報告をした場合において、本来交付を

受けるべき補助金の額を上回る補助金が交付されているときは、速やかにその差

額を精算し、市に返還しなければならない。

（証拠書類の保存）

第１２条 校長は、補助金の交付に係る帳簿その他の証拠書類を整理するとともに、

当該補助に係る年度の翌年度から起算して５年間、これを保存しなければならな

い。

（その他）

第１３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

１ この要綱は、令和６年１０月１日（以下「施行日」という。）から施行する。

ただし、次項の規定は、告示の日から施行する。

（準備行為）

２ 補助金の交付のために必要な手続その他の行為は、施行日前においても、この

要綱の規定の例により行うことができる。


